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民事訴訟法が大幅に改正されました（後半）

～当事者等の住所・氏名等の秘匿制度、法定審理期間訴訟手続等について～

第１　はじめに

　2022年5月18日、民事訴訟法等の一部を改正する法律1（以

下「改正民事訴訟法」又は「改正法」といいます。）が成立しま

した。

　改正内容は民事裁判手続のIT化を主としたものですが、そ

の他にも、当事者等の住所・氏名等の秘匿制度の新設や、法

定審理期間訴訟手続の新設等、重要な改正が含まれていま

す。民事裁判手続のIT化については、「民事訴訟法が大幅に

改正されました（前半）」 で掲載していますので、本稿では、そ

れ以外の改正内容について概観していきます。

第２　改正民事訴訟法の概要

１　当事者等の住所・氏名等の秘匿制度

＜制度新設の目的＞

　本制度新設の目的は、申立て等をする者又はその法定代

理人の住所・氏名等の全部又は一部が当事者に知られるこ

とにより社会生活を営むのに著しい支障が生ずるおそれを回

避すること等とされています2。

※現行法では、訴訟記録について秘密保護のための閲覧等

の制限措置（92条）は規定されていますが、訴訟当事者に

よる訴訟記録の閲覧等を制限する規定はありません。

※本制度については、公布の日から起算して9か月を超えな

い範囲内において政令で定める日が施行日とされていま

す（改正法附則1条2号）。

＜要件＞

　以下の①及び②の要件を満たす場合、裁判所が秘匿決定

を行います（改正法133条1項）。

①　「申立て等」（＝民事訴訟に関する手続における申立

てその他の申述（改正法132条の10））をする者又はその

法定代理人の住所、居所その他その通常所在する場所

又は氏名その他当該者を特定するに足りる事項の全部

又は一部が当事者に知られることによって当該申立て等

をする者又は当該法定代理人（以下「秘匿対象者」とい

う。）が社会生活を営むのに著しい支障を生ずるおそれ

があることにつき疎明があること（改正法133条1項）

②　秘匿対象者の秘匿事項等を裁判所に書面により届け

出ること（改正法133条2項）

＜秘匿決定の効果の概要＞

・秘匿事項届出部分に係る訴訟記録等の閲覧等の請求をす

ることができる者は当該秘匿決定に係る秘匿対象者に限られ

１：法律案要綱（https://www.moj.go.jp/content/001368843.pdf）、新旧対照表（https://www.moj.go.jp/content/001368845.pdf）

２：脇村真治ほか「『民事訴訟法等の一部を改正する法律』の概要」金融法務事情2191号（2022年）23頁

3：法制審議会民事訴訟法（IT化関係）部会第19回会議部会資料（https://www.moj.go.jp/content/001358905.pdf） 5頁によれば、「裁判所が定める代替住所としては、特に相手
方に知られて支障がないケースでは、本籍や従前の住所を代替住所とし、それらの事項を記載することで支障があるケースでは、秘匿決定をした受訴裁判所である裁判所を代替住所
とするとすることが考えられるが、最終的には、個別の裁判所の判断に委ねられることとなる」とされています。

PROFILEはこちら
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ることになります（改正法133条の2第1項）。

・秘匿決定の対象が住所又は氏名である場合、裁判所は当

該秘匿対象者の秘匿事項に代わる事項（代替呼称・代替住

所3）を定めます（改正法133条5項）。この場合に、当該事項

を当該事件並びにその事件についての反訴、参加、強制執

行、仮差押え及び仮処分に関する手続において記載し、又

は記録したときは、この法律その他の法令の規定の適用につ

いては、当該秘匿対象者の住所又は氏名を記載し、又は記

録したものとみなされます（同項）。

＜秘匿決定の取消し・閲覧の許可＞

　閲覧等の制限をされる者は、秘匿決定の要件が欠缺してい

ることを理由として秘匿決定の取消しの申立てをすることがで

きます（改正法133条の4第1項）。なお、何人にも訴訟記録の

閲覧請求権が付与されていることから、この申立ては第三者

も可能とされています。

　また、秘匿決定等に係る者以外の当事者は、自己の攻撃

又は防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときは、訴

訟記録の存する裁判所の許可を得て、訴訟記録等の閲覧等

の請求が制限される部分につきその請求をすることができま

す（改正法133条の4第2項）。

　裁判所が秘匿決定の取消し又は閲覧の許可の裁判をする

際は、秘匿対象者等の意見を聴くことが必要とされています

（改正法133条の4第4項）。

＜法制審議会における気になる議論＞

・証人の情報は秘匿の対象になる？（第21回会議議事録424

頁より）

大庭陽子関係官の発言：

「証人自身に危害が及ぶおそれがある場合の証人の氏名等

の秘匿の規律の導入につきましては」「将来的な課題とすると

いうこととしております。」

・加害者からの閲覧請求はどのように判断される？（第23回

会議議事録54頁及び5頁より）

日下部真治委員の発言：

「秘匿決定がされた事件において、加害者とされた者が債権

者として債務名義を得た場合に、被害者とされた債務者の住

所等が秘匿されているために民事執行による債務名義の実

現が困難な状況をどのように考えるかについて」「場合によっ

ては、そのような疎明があっても、被害者の生命身体等に対

する危険の程度や可能性が大きく、裁判所が許可しない扱

いを認めるべきこともあるのではないかという考え方もあり得る

ように思います。このような問題点について、事務当局として

は何かお考えがあるのでしょうか。」 

脇村真治幹事の発言：

「最終的にこの不利益を生ずるおそれがあるという要件の疎

明があったケースについては、これは要件を満たしていると

いうことで、しないといけない」「最終的にこの要件判断をする

際に当該情報の内容について全く考えなくていいのかどう

か、こういったことについては、また、そこについては最終的

に事案ごとの判断ということになろうかと思っている」「あとは

最終的にはその事案ごとの判断としか言いようがないといい

ますか、実務の積み重ねを踏まえながら、また引き続き検討

していく課題かと認識しております。」

山本和彦部会長の発言：

「いずれにしろ個々の解釈運用に委ねられていく問題という

ことかと思います。」

4：https://www.moj.go.jp/content/001368460.pdf

5：https://www.moj.go.jp/content/001368965.pdf
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２　法定審理期間訴訟手続（＝初回期日から7カ月

以内に判決言渡しをする訴訟手続）

＜手続新設の目的＞

　本手続新設の目的は、判決までの審理期間についての当

事者の予測可能性を高めることとされています6。

※本制度については、公布の日から起算して4年を超えない

範囲内において政令で定める日が施行日とされています

（改正法附則1条柱書）。

＜本手続の流れ＞

　裁判所が法定審理期間訴訟手続により審理及び裁判をす

る旨の決定をした場合、裁判長は、以下のとおり期日等を指

定することになります。

初回期日：決定日から2週間以内の間（改正法381条の3第1

項）

口頭弁論を終結する期日：初回期日から6か月以内の間（改

正法381条の3第2項）

判決言渡し期日：口頭弁論終結期日から1か月以内の間（改

正法381条の3第2項）

　なお、法定審理期間訴訟手続による審理中に、当事者の

一方が通常の手続に移行したい旨の申出をしたとき又は法

定審理期間訴訟手続により審理及び裁判をするのが困難で

あると認めるとき、いつでも通常手続に移行することができま

す（改正法381条の4第1項）。

6：「民事訴訟法（IT化関係）等の改正に関する要綱案（案）2（補足説明付き）」（https://www.moj.go.jp/content/001361991.pdf）5頁

7：類型的に当事者間に証拠や情報に格差があると考えられる訴訟類型であることから除外されています（前掲注6の 6頁）。

8：申出及び同意は原則として書面でする必要がありますが、口頭弁論又は弁論準備手続の期日においては、口頭で足りるとされています（改正法381条の2第3項）。
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＜要件＞

　以下の①ないし③の要件を満たす場合、裁判所は法定審

理期間訴訟手続により審理及び裁判をする旨の決定を行い

ます（改正法381条の2第2項）。

①　消費者契約に関する訴え及び個別労働関係民事紛

争に関する訴え以外の訴えであること7（改正法381条の

2第1項但書）

②　当事者の双方が申出をした場合又は当事者の一方が

申出をした場合において、相手方がその法定審理期間

訴訟手続による審理及び裁判をすることに同意したとき

であること8（改正法381条の2第2項）

③　裁判所が、事案の性質、訴訟追行による当事者の負

担の程度その他の事情に鑑み、法定審理期間訴訟手

続により審理及び裁判をすることが当事者間の衡平を害

し、又は適正な審理の実現を妨げると認めるときでない

こと（改正法381条の2第2項）

＜本手続により出された判決に不服がある場合＞

　当事者は、法定審理期間訴訟手続の終局判決に対して

は、訴え却下判決を除き、控訴をすることができません（改正

法381条の6）。もっとも、その代わりに、電子判決書の送達日

から2週間以内であれば、当事者は異議を申し立てることが

できます（改正法381条の7第1項）。異議が申し立てられた場

合、当該訴訟は、口頭弁論の終結前の程度に復し、通常の

訴訟手続（＝期間制限のない訴訟手続）としてやり直しになり

ます（改正法381条の8第1項）。

＜法制審議会における気になる議論＞

・異議が申し立てられた場合、担当裁判官は交代する？（第

22回会議議事録98頁及9頁）

藤野珠枝委員の発言：

「異議があって通常手続に行きたい場合、裁判官を替えてい

ただくことはルールにできないのでしょうか。」

脇村真治幹事の発言：

「そもそも異議で戻るということは、セカンドオピニオンを求め

るというよりは、そもそも期間制限が掛かることによって何らか

の立証活動に制限が掛かることを回避しようという趣旨だと思

います。そういった趣旨からしますと、そういったセカンドオピ

ニオンの観点から必ず裁判官が交代しないといけないという

ことにはならないのではないか。」「ここでは飽くまで一審で新

たな証拠手続をするということをきちんと確保しようということ

から、こういった異議の制度を設けようとした趣旨ではないか

と理解しているところです。」

３　その他

　以上のほかにも改正民事訴訟法では様々な制度の見直し

がなされており、その内容は多岐にわたります。例えば、現行

法では、和解調書、受諾和解の和解条項案、裁定和解の和

解条項を誰でも閲覧することが可能でしたが、改正民事訴訟

法では、当事者及び利害関係を疎明した第三者に限って閲

覧可能という規制に変更になりました（改正法91条2項）。

第３　おわりに

　以上のとおり、改正民事訴訟法には、民事裁判手続のIT化

以外にも重要な改正が含まれています。

　当事者等の住所・氏名等の秘匿制度や法定審理期間訴訟

手続は今般新設されたものであり、改正民事訴訟法の施行

後に実際にどの程度活用されていくかは未知数なところがあ

ります10。そのため、今後の実務の状況を引き続き注視する必

要があります。

9：https://www.moj.go.jp/content/001368963.pdf

10：法定審理期間訴訟手続については、改正民事訴訟法の制定過程で複数の弁護士会から反対意見の表明を受けるなどしており、制度の新設には多くの反対意見がありました。
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具体的な事案に関するお問い合わせはこちら

【事業再生・倒産に関する問い合わせフォーム】✉
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